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1.  平成23年8月期第2四半期の連結業績（平成22年9月1日～平成23年2月28日） 

（注）平成22年８月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、平成22年８月期第２四半期における対前年同四半期増減率については記
載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年8月期第2四半期 7,056 8.9 2,004 13.4 2,091 13.7 1,155 6.2
22年8月期第2四半期 6,480 ― 1,768 ― 1,839 ― 1,088 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年8月期第2四半期 41.69 41.68
22年8月期第2四半期 32.69 32.69

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年8月期第2四半期 14,285 8,315 58.2 301.32
22年8月期 12,279 7,350 59.8 267.76

（参考） 自己資本   23年8月期第2四半期  8,311百万円 22年8月期  7,346百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年8月期 ― 9.00 ― 11.00 20.00
23年8月期 ― 10.00
23年8月期 

（予想）
― 10.00 20.00

3.  平成23年8月期の連結業績予想（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 13,711 6.7 3,210 3.3 3,258 0.5 1,768 △6.8 63.64



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外ではありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は種々様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、四半期決算短信（添付資料）４ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.５「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年8月期2Q 27,784,500株 22年8月期  34,758,900株
② 期末自己株式数 23年8月期2Q  200,065株 22年8月期  7,322,020株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年8月期2Q 27,710,729株 22年8月期2Q 33,285,688株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

  当第２四半期連結累計期間（平成22年９月１日～平成23年２月28日）におけるわが国経済は、新興国の需要拡大に伴う

輸出の堅調な推移や政府による経済政策の効果等により、一部には改善の兆しが見られたものの、企業における雇用過剰

感、家計における所得環境の回復の遅れ並びに急速な為替変動が続き、景気の先行きについては依然として不透明な状況

で推移いたしました。 

当学習塾業界におきましては、子ども手当の支給や新学習指導要領の影響により、業界の収益機会は増しておりますが、

少子化によるマーケットの縮小、学習塾間の生徒の囲い込みや価格競争等、厳しい情勢が続いております。 

  また、Ｍ＆Ａをはじめとする資本・業務提携により基盤強化を目指す動きが増えており、業界再編の流れは更に続くも

のと考えられております。 

  当社グループはこのような厳しい環境に対応すべく、当連結会計年度を初年度とする「新中期経営計画～MEIKO 

Change&Challenge～」（平成23年８月期～平成25年８月期）を策定いたしました。 

平成23年８月期におきましては、新しい成長トレンドの基盤を確立するための重点施策として、 

(ⅰ) 「直営事業部」と「ＦＣ事業部」を統合し、エリア別に再編することによるエリア戦略（地域ごとの情報、研修、

販促活動等の強化） 

(ⅱ) 組織統合による指導力強化（ノウハウ・情報の共有、業務の効率化等） 

(ⅲ) 教育・研修制度の充実並びにこれらによる教室長及びスーパーバイザーのマネジメント力強化 

等に取り組んでまいります。 

当第２四半期連結累計期間につきましては、このような取り組みを基本とし、テレビコマーシャル等の広域媒体による

プロモーション活動の実施、並びに子ども手当・新学習指導要領に特化したタイムリーな販促企画を実施してまいりまし

た。また、教務面につきましては、受験情報誌等の制作・販売及び「明光義塾統一テスト」の企画を実施してまいりまし

た。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は7,056百万円（前年同期比8.9％増）、営業利益は2,004百万円（同

13.4％増）、経常利益は2,091百万円（同13.7％増）、四半期純利益は1,155百万円（同6.2％増）となりました。 

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

（明光義塾直営事業） 

直営事業につきましては、従来の直営事業部とフランチャイズ事業部の統合組織である「明光義塾事業本部」の統合効

果をより一層強化するべく、エリア単位における販促活動や合同研修等を実施してまいりました。また、教室リニューア

ルの積極的な実施、計画的な新規開校を行ってまいりました。 

また、「生徒・保護者とのカウンセリングの姿勢・技法の向上」、「講師を含めた教室運営指導」等をテーマとした社内

研修の実施等、教室長・講師に対するOJTによる育成・教育に注力してまいりました。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は3,454百万円、営業利益930百万円、教室数は214教室及び在籍生

徒数は15,043名となりました。 

 

（明光義塾フランチャイズ事業） 

フランチャイズ事業につきましても、直営事業同様、両事業の統合効果をより一層高めるべく、合同勉強会の実施やス

ーパーバイザーと直営エリアマネージャーの連携を図ってまいりました。また、フランチャイズチェーン本部としての機

能をより充実させるため、継続的かつきめ細やかなスーパーバイザーによる訪問指導等を実施してまいりました。 

教室開設面につきましては、地方における開設の促進と首都圏におけるドミナントを進めてまいりました。この結果、

フランチャイズ教室は、前連結会計年度末と比較して45教室増加しております。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は3,240百万円、営業利益1,694百万円、教室数は1,742教室及び在

籍生徒数は122,250名となりました。 

  

（予備校事業） 

連結子会社である株式会社東京医進学院による予備校事業につきましては、医療従事者向けポータルサイト及び専門雑

誌での広告宣伝による春の生徒募集活動、2011年度版教材の改訂に注力してまいりました。 

また、平成22年12月13日に医系・理系大学への現役合格を目指している中学生・高校生を対象にした個別指導による予

備校「東京医進学院現役指導館」を新規開校しております。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は311百万円、営業利益２百万円、教室数は５教室及び在籍生徒数

は128名となりました。 
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（その他） 

サッカースクール事業につきましては、４スクール（草加、所沢、越谷、さいたま）で営業活動を展開いたしました。 

プロコーチ（ＦＩＦＡ「国際サッカー連盟」又は日本サッカー協会「ＪＦＡ」公認ライセンス等を所持）を中心とした

ハイクオリティな指導方針が認知されはじめております。コーチスタッフのスキルアップ等の継続的実施やイベント、WEB

広告等の販促活動の強化を積極的に実施しましたが、新規スクール開校がなかったこともあり、売上高・生徒数は前年同

期と比して微増となりました。 

この結果、サッカースクール事業における当第２四半期連結累計期間の売上高は46百万円、営業利益は２百万円となり

ました。 

また、当社グループが今後も継続して成長し続けていくためには、新規事業の開発が重要な課題の一つとなっています。

このため、第１四半期連結会計期間において、新たな組織として事業開発本部を立ち上げております。 

新規事業としての早稲田アカデミー個別進学館事業につきましては、平成23年１月において２校（志木、大宮）を新規

開校しております。明光キッズ事業につきましては、平成23年２月において１校（石神井公園）を新規開校しております。 

当第２四半期連結累計期間においては、新規に開校した教室によるノウハウ構築（運営モデルの構築・整備、フランチ

ャイズ展開の準備等）に注力いたしました。 

また、米国にて幼児から小学生対象のアート教育プログラムの開発、フランチャイズ運営を行っているAbrakadoodle, 

Inc.のマスターフランチャイズ権を取得し、新たにアートスクール事業を開始する準備を進めております。 

なお、これら新規事業は立ち上げ間もないことから、当社グループの収益に本格的に貢献するのは次連結会計年度以降

であると見込んでおります。 

 

<ご参考> 明光義塾教室数、明光義塾在籍生徒数及び明光義塾教室末端売上高等の推移 
 

回     次 平成22年８月期第２四半期 平成23年８月期第２四半期 

会 計 期 間 

自 平成21年９月１日 

至 平成22年２月28日 

自 平成22年９月１日 

至 平成23年２月28日 

経営成績他 前年同期比較 経営成績他 前年同期比較

明光義塾直営教室数 211 ＋    13 214 ＋    ３

明光義塾フランチャイズ教室数 1,652 ＋    86 1,742 ＋    90

明光義塾教室数合計 1,863 ＋    99 1,956 ＋    93

明光義塾直営教室在籍生徒数              (名) 14,454 ＋   325 15,043 ＋   589

明光義塾フランチャイズ教室在籍生徒数     (名) 110,611 ＋ 3,344 122,250 ＋11,639

明光義塾在籍生徒数合計                   (名） 125,065 ＋ 3,669  137,293 ＋12,228

明光義塾直営事業売上高       （百万円） 3,194 ＋   171 3,454 ＋   260

明光義塾フランチャイズ事業売上高  （百万円）※１ 2,931 ＋    62 3,240 ＋   308

予備校事業売上高          （百万円） 312 ＋   312 311 △    ０

その他の事業売上高         （百万円） 41 ＋    ２ 49 ＋    ７

売上高合計             （百万円） 6,480 ＋   549 7,056 ＋   575

明光義塾直営教室売上高       （百万円） 3,194 ＋   171 3,454 ＋   260

明光義塾フランチャイズ教室末端売上高（百万円） 19,453 ＋   584 21,399 ＋ 1,945

明光義塾教室末端売上高合計     （百万円）※２ 22,647 ＋   756 24,854 ＋ 2,206
 
※ １ 明光義塾フランチャイズ事業売上高は、ロイヤルティ収入及び商品売上高等を記載しております。 

２ 明光義塾教室末端売上高合計は、直営教室の入会金、授業料、教材費、テスト料等の全売上高と、フランチャイズ教室の入会金、授業料等の売上高を

合計したものであり、フランチャイズ教室の教材費、テスト料等の売上高は含んでおりません。 

 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

（流動資産） 

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比較して1,588百万円増加（26.8％増）

し7,520百万円となりました。これは主に、現金及び預金が1,502百万円、売掛金が124百万円増加したこと等によりま

す。 

 

（固定資産） 

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比較して418百万円増加（6.6％増）し

6,765百万円となりました。これは主に、建物及び構築物が64百万円、投資有価証券が200百万円増加したこと、並びに

長期貸付金が186百万円生じたこと等によります。 
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（流動負債） 

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比較して287百万円増加（8.4％増）し

3,722百万円となりました。これは主に、未払法人税等が320百万円増加したこと等によります。 

 

（固定負債） 

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比較して754百万円増加（50.5％増）

し2,248百万円となりました。これは主に、長期借入金が600百万円増加したこと、資産除去債務を160百万円計上した

こと等によります。 

 

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して964百万円増加（13.1％増）し

8,315百万円となりました。これは主に、四半期純利益を1,155百万円計上したこと等によります。 

 

【キャッシュ・フローの状況の分析】 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較し

て1,503百万円増加し、4,964百万円となりました。 

 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は1,366百万円（前年同期比2.0％減）となりました。 

これは主に、「明光義塾」事業が堅調に推移したことに伴い、税金等調整前四半期純利益が2,003百万円と高水準であっ

たこと、法人税等の支払額493百万円があったこと等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は234百万円（前年同期比65.4％減）となりました。 

これは主に、投資有価証券の取得による支出481百万円があったこと、有価証券の償還による収入259百万円があったこ

と等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は371百万円（前年同期は使用した資金1,136百万円）となりました。 

これは主に、借入れによる収入2,100百万円、借入金の返済による支出1,500百万円があったこと等によるものでありま

す。 

 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間までの業績につきましては、好調に推移いたしました。また、平成23年３月11日に発生いた

しました「東日本大震災」による被害状況につきましては、一部に深刻な被災を受けた教室はありましたが、当社グルー

プの教室運営全体に支障をきたすほどの重大な影響はありませんでした。しかしながら、被災地における教室のこれから

の生徒数の推移、並びに計画停電の今後の展開や震災による生活防衛意識等が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

当第２四半期連結累計期間までの業績は好調ではありましたが、これら不確定な要素も多く現在において予測困難なこ

とから、平成22年10月12日に公表した通期の連結業績予想につきましては、修正しないことといたします。今後、当社グ

ループの業績に重大な影響が見込まれる場合には速やかに情報開示いたします。 
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２．その他の情報 

(1) 重要な子会社の異動の概要（連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  該当事項はありません。 

 

 (3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

   ① 会計処理基準に関する事項の変更 

     「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

     第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。 

      これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ6,320千円減少し、税金等調整前四半

期純利益は90,591千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は154,290千

円であります。 

   ② 表示方法の変更 

    「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間及び当第２四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,864,077 4,361,975

売掛金 877,057 752,230

有価証券 339,986 359,832

商品 97,010 89,252

貯蔵品 37,996 12,445

前渡金 19,942 101,557

前払費用 102,187 102,406

繰延税金資産 204,082 190,885

その他 32,912 19,984

貸倒引当金 △54,674 △58,076

流動資産合計 7,520,578 5,932,493

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 724,796 572,062

減価償却累計額 △291,086 △203,072

建物及び構築物（純額） 433,709 368,990

工具、器具及び備品 175,780 172,099

減価償却累計額 △124,647 △115,997

工具、器具及び備品（純額） 51,133 56,102

土地 240,486 240,486

有形固定資産合計 725,328 665,578

無形固定資産   

のれん 260,932 298,208

ソフトウエア 226,569 266,889

電話加入権 18,925 18,925

無形固定資産合計 506,427 584,023

投資その他の資産   

投資有価証券 3,153,864 2,953,086

出資金 － 1

長期貸付金 186,283 －

長期前払費用 96,982 10,459

繰延税金資産 383,985 451,526

敷金及び保証金 522,308 497,565

投資不動産 854,187 854,187

減価償却累計額 △130,727 △123,842

投資不動産（純額） 723,459 730,345

長期預金 428,000 416,000

その他 38,577 38,589

投資その他の資産合計 5,533,461 5,097,573

固定資産合計 6,765,218 6,347,175

資産合計 14,285,796 12,279,668
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 205,989 70,562

短期借入金 1,500,000 1,500,000

未払金 105,635 14,220

未払費用 461,565 523,869

未払法人税等 831,490 510,810

未払消費税等 91,073 81,113

前受金 132,403 308,031

預り金 123,649 133,847

賞与引当金 260,618 279,527

その他 9,665 12,661

流動負債合計 3,722,092 3,434,643

固定負債   

長期借入金 1,600,000 1,000,000

退職給付引当金 12,511 11,633

従業員長期未払金 215,347 220,049

役員長期未払金 161,650 166,320

繰延税金負債 37,612 30,471

資産除去債務 160,657 －

長期預り保証金 60,774 65,814

固定負債合計 2,248,554 1,494,287

負債合計 5,970,646 4,928,931

純資産の部   

株主資本   

資本金 965,159 965,159

資本剰余金 908,150 1,277,683

利益剰余金 6,697,317 9,802,923

自己株式 △143,570 △4,545,470

株主資本合計 8,427,056 7,500,295

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △115,234 △153,894

評価・換算差額等合計 △115,234 △153,894

新株予約権 3,326 4,335

純資産合計 8,315,149 7,350,736

負債純資産合計 14,285,796 12,279,668
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 6,480,364 7,056,348

売上原価 3,560,460 3,874,057

売上総利益 2,919,904 3,182,291

販売費及び一般管理費 ※  1,151,869 ※  1,177,944

営業利益 1,768,035 2,004,346

営業外収益   

受取利息 5,750 27,768

有価証券利息 28,156 －

受取配当金 12,786 15,547

持分法による投資利益 4,500 12,406

受取賃貸料 52,245 51,678

その他 20,591 14,685

営業外収益合計 124,030 122,086

営業外費用   

支払利息 9,009 10,893

投資有価証券評価損 26,670 7,800

賃貸費用 14,203 13,515

その他 2,733 2,547

営業外費用合計 52,616 34,756

経常利益 1,839,449 2,091,676

特別利益   

保険解約返戻金 20,581 －

有形固定資産売却益 － 296

投資有価証券売却益 5,029 25,621

特別利益合計 25,610 25,918

特別損失   

投資有価証券売却損 1,275 30,048

有形固定資産除却損 3,664 －

投資有価証券評価損 1,125 －

事務所移転費用 9,363 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 84,270

特別損失合計 15,428 114,319

税金等調整前四半期純利益 1,849,631 2,003,275

法人税、住民税及び事業税 793,418 812,630

法人税等調整額 △31,857 35,419

法人税等合計 761,561 848,049

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,155,226

四半期純利益 1,088,070 1,155,226
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 3,800,159 4,128,475

売上原価 1,951,992 2,105,717

売上総利益 1,848,167 2,022,757

販売費及び一般管理費 ※  656,941 ※  643,212

営業利益 1,191,225 1,379,544

営業外収益   

受取利息 3,583 17,484

有価証券利息 16,211 －

受取配当金 11,543 14,014

持分法による投資利益 1,816 4,014

受取賃貸料 26,100 24,857

その他 8,911 10,367

営業外収益合計 68,167 70,738

営業外費用   

支払利息 4,100 4,758

投資有価証券評価損 8,910 2,430

賃貸費用 6,880 6,712

その他 816 1,810

営業外費用合計 20,706 15,710

経常利益 1,238,686 1,434,572

特別利益   

投資有価証券売却益 2,249 25,501

特別利益合計 2,249 25,501

特別損失   

投資有価証券売却損 1,275 22,740

有形固定資産除却損 3,664 －

事務所移転費用 9,363 －

特別損失合計 14,303 22,740

税金等調整前四半期純利益 1,226,632 1,437,333

法人税、住民税及び事業税 509,916 519,861

法人税等調整額 7,315 91,028

法人税等合計 517,232 610,889

少数株主損益調整前四半期純利益 － 826,443

四半期純利益 709,400 826,443
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,849,631 2,003,275

減価償却費 116,334 80,335

のれん償却額 37,276 37,276

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,208 △3,401

賞与引当金の増減額（△は減少） 28,739 △18,909

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,951 878

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,430 －

受取利息及び受取配当金 △46,693 △43,315

支払利息 9,009 10,893

持分法による投資損益（△は益） △4,500 △12,406

受取賃貸料 △52,245 △51,678

賃貸費用 14,203 13,515

保険解約返戻金 △20,581 －

有形固定資産売却損益（△は益） － △296

固定資産除却損 3,664 －

事務所移転費用 9,363 －

投資有価証券売却損益（△は益） △3,754 4,426

投資有価証券評価損益（△は益） 27,795 7,800

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 84,270

売上債権の増減額（△は増加） △61,498 △124,826

たな卸資産の増減額（△は増加） △42,162 △33,309

仕入債務の増減額（△は減少） 106,062 135,426

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,811 9,960

未払費用の増減額（△は減少） 36,390 △62,303

その他の資産の増減額（△は増加） △2,914 △94,447

その他の負債の増減額（△は減少） △149,833 △116,450

小計 1,869,689 1,826,713

利息及び配当金の受取額 67,961 42,456

利息の支払額 △10,759 △9,158

保険金の受取額 27,589 －

法人税等の支払額 △560,215 △493,739

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,394,265 1,366,272
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年２月28日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △299,283 －

有価証券の償還による収入 299,738 259,848

有形固定資産の取得による支出 △95,827 △16,170

有形固定資産の売却による収入 39 778

無形固定資産の取得による支出 △74,044 △3,423

無形固定資産の売却による収入 72 －

投資有価証券の取得による支出 △486,188 △481,224

投資有価証券の売却による収入 24,588 201,681

投資有価証券の償還による収入 4,075 4,025

会員権の取得による支出 △19,446 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△176,302 －

貸付けによる支出 － △206,982

貸付金の回収による収入 116,605 －

差入保証金の差入による支出 △162,024 △33,229

差入保証金の回収による収入 5,258 5,278

定期預金の増減額（△は増加） 87,100 △11,000

その他 97,673 45,656

投資活動によるキャッシュ・フロー △677,964 △234,761

財務活動によるキャッシュ・フロー   

借入れによる収入 － 2,100,000

借入金の返済による支出 △839,506 △1,500,000

株式の発行による収入 1,671 －

自己株式の取得による支出 － △143,561

自己株式の処分による収入 － 216,902

配当金の支払額 △298,992 △301,746

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,136,827 371,594

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △420,527 1,503,105

現金及び現金同等物の期首残高 3,384,356 3,460,958

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,963,829 ※  4,964,064
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

  

 (5) 四半期連結貸借対照表関係に関する注記 
 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末 
(平成22年８月31日) 

 １．偶発債務 

平成19年12月27日付で、当社システムの開発に関する

コンサルティング業務委託契約及び開発請負契約の相手

方当事者である株式会社リアルナレッジより、未払いの

コンサルティング報酬とシステム開発請負代金合計

112,428千円の支払請求訴訟の提起を受けました。 

これに対し当社は、平成20年7月3日付で同社に対し、

債務不履行等として損害賠償等請求訴訟（訴額121,203千

円）を反訴提起しました。 

東京地方裁判所は、平成22年9月21日付で、株式会社リ

アルナレッジに対して、73,416千円及び遅延損害金の支

払いを命じ、また、当社に対して、976千円及び遅延損害

金の支払いを命じる判決を言い渡しました。同社はこの

判決を不服として、東京高等裁判所に控訴しており、現

在係争中であります。 

当社は引き続き、裁判で当社の正当性を主張し争って

いく方針でありますが、訴訟の結果については、現時点

で予測することはできません。 

 １．偶発債務 
同左 

 

 (6) 四半期連結損益計算書関係に関する注記 

 

第２四半期連結累計期間 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日  
  至 平成22年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日  
  至 平成23年２月28日) 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

広告宣伝費          194,235千円 

販売促進費          314,486千円 

貸倒引当金繰入額        15,678千円 

役員報酬            98,565千円 

給料及び手当          87,583千円 

賞与引当金繰入額        29,178千円 

退職給付費用             271千円 

役員退職慰労引当金繰入額     4,430千円 

支払手数料           49,285千円 

減価償却費           11,104千円 

賃借料             78,370千円 

のれん償却額          37,276千円 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

広告宣伝費          255,495千円 

販売促進費          346,590千円 

役員報酬           101,520千円 

給料及び手当          75,006千円 

賞与引当金繰入額        25,968千円 

退職給付費用             468千円 

支払手数料           48,217千円 

減価償却費           14,788千円 

賃借料             72,224千円 

のれん償却額          37,276千円 
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第２四半期連結会計期間 
前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年12月１日  
  至 平成22年２月28日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年12月１日  
  至 平成23年２月28日) 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

広告宣伝費          107,061千円 

販売促進費          248,157千円 

役員報酬            49,965千円 

給料及び手当          42,556千円 

賞与引当金繰入額        14,909千円 

支払手数料           23,068千円 

減価償却費            7,583千円 

賃借料             40,751千円 

のれん償却額          18,638千円 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

広告宣伝費          143,072千円 

販売促進費          249,834千円 

役員報酬            51,555千円 

給料及び手当          36,486千円 

賞与引当金繰入額        13,026千円 

退職給付費用              33千円 

支払手数料           21,552千円 

減価償却費            7,399千円 

賃借料             36,028千円 

のれん償却額          18,638千円 

 
(7) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係に関する注記 

 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日  
  至 平成22年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日  
  至 平成23年２月28日) 

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成22年２月28日現在）

現金及び預金 5,064,829千円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,101,000千円

現金及び現金同等物 2,963,829千円
   

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成23年２月28日現在）

現金及び預金 5,864,077千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,000,000千円

取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券） 
99,986千円

現金及び現金同等物 4,964,064千円
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  (8) セグメント情報等 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

   前第２四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日） 

 
学習塾 
直営事業 
（千円） 

学習塾 
フランチャイ

ズ事業 
（千円） 

予備校事業
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）
外部顧客に対する
売上高 

3,194,302 2,931,739 312,372 41,949 6,480,364 － 6,480,364

(2）
セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ 125 258 － 383 (383) －

計 3,194,302 2,931,864 312,630 41,949 6,480,747 (383) 6,480,364

営業利益（△は損失） 752,965 1,587,689 △ 19,930 5,131 2,325,855 (557,820) 1,768,035

 （注）１. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

    ２. 各区分に属する主要な事業内容 
      

(1) 学習塾直営事業 ・・・ 個別指導塾「明光義塾」直営教室における学習指導及び教材、テスト等商品販売

(2) 学習塾フランチャイズ事業 ・・・ 個別指導塾「明光義塾」フランチャイズ教室における教室開設指導、経営指導及

び教室用備品、教室用機器、教材、テスト、広告宣伝物等商品販売 

(3) 予 備 校 事 業 ・・・ 医系大学受験専門予備校の経営 

(4) そ の 他 の 事 業 ・・・ 子ども対象のサッカースクール事業 

 

  【所在地別セグメント情報】 

 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日） 

  本邦以外の国又は地域に連結子会社及び在外支店は存在しないため、該当事項はありません。 

 

  【海外売上高】 

 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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【セグメント情報】 

  

 （追加情報） 

   第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。 

 

  １．報告セグメントの概要 

    当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

    当社は、本社に事業本部を置き、各事業本部は取り扱うサービスについての包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。 

    当社は主に、全学年を対象に生徒一人ひとりの学力に応じた「自立学習・個別指導」方式による個別指導塾「明光

義塾」を直営事業として経営するとともに、独自のフランチャイズシステムに基づき、加盟者と契約を締結し、個別

指導塾「明光義塾」の継続的な教室運営・指導をフランチャイズ事業として行っております。 

    また、連結子会社である株式会社東京医進学院による医系大学受験専門予備校事業を行っております。 

報告セグメントに含まれない事業セグメントとして、子ども対象のサッカースクール「明光サッカースクール」事

業、高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学館」事業、長時間預かり型学習塾「明光キッズ」事業、及

び幼児から小学生対象のアートスタジオ「Abrakadoodle」事業を行っております。 

    したがって、当社グループは、サービス別のセグメントから構成されており、「明光義塾直営事業」、「明光義塾フ

ランチャイズ事業」、「予備校事業」の３つを報告セグメントとしております。 

    各報告セグメントの主なサービスは、次のとおりであります。 

      名称 区分に属する主要な事業内容 

明光義塾直営事業 

 

・個別指導塾「明光義塾」直営教室における学習指導及び教材、テスト等商品

販売 

明光義塾フランチャイズ事業 

 

・個別指導塾「明光義塾」フランチャイズ教室における教室開設指導、経営指

導及び教室用備品、教室用機器、教材、テスト、広告宣伝物等商品販売 

予備校事業 ・医系大学受験専門予備校の経営 

その他 ・子ども対象のサッカースクール「明光サッカースクール」事業 

・高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学館」事業 

・長時間預かり型学習塾「明光キッズ」事業 

・幼児から小学生対象のアートスタジオ「Abrakadoodle」事業 

 

   ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

   当第２四半期連結累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 

（注） 
合計 

 
明光義塾 

直営事業 

明光義塾 

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ事業
予備校事業 計 

売上高   

 外部顧客への売上高 3,454,856 3,240,694 311,556 7,007,107 49,240 7,056,348

 セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ 14 － 14 － 14

計 3,454,856 3,240,709 311,556 7,007,122 49,240 7,056,362

セグメント利益又は損失(△） 930,838 1,694,489 2,916 2,628,244 △ 79,706 2,548,538

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、明光サッカースクール事業、早稲田

アカデミー個別進学館事業、明光キッズ事業及びAbrakadoodle事業が含まれております。 
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内訳

（差異調整に関する事項） 

 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日） 

（単位：千円） 

利   益 金   額 

報告セグメント計 2,628,244

「その他」区分の利益 △  79,706

のれんの償却額 △  37,276

固定資産の調整額 926

全社費用（注） △ 507,841

四半期連結損益計算書の営業利益 2,004,346

   （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  当第２四半期連結会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

    該当事項はありません。 

 

 (9) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日） 

該当事項はありません。 

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日） 

当社は、平成22年11月８日及び平成23年２月１日に自己株式をそれぞれ3,674,400株及び3,300,000株消却してお

り、これにより当第２四半期連結累計期間において資本剰余金が370,648千円、利益剰余金が3,959,026千円、自己株

式が△4,329,674千円それぞれ減少しております。これら等の結果、当第２四半期連結会計期間末において、資本剰

余金が908,150千円、利益剰余金が6,697,317千円、自己株式が△143,570千円となっております。 
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